
１ 令和６年度市町村普通会計決算の状況 

   令和６年度決算の背景となる地方財政計画は、「令和６年度の経済見通しと経済財政運営の基本

的態度」において、令和６年度の国内総生産は615.3兆円程度、名目成長率は3.0％程度、実質成長

率は1.3％程度となるものとして見込まれた中、次のとおりとされた。 

 

(１) 地方財政計画（通常収支分） 

   令和６年度における地方財政計画の規模は、歳入・歳出ともに93兆6,388億円で、前年度比1

兆6,038億円（＋1.7％）の増となった。 

   一般財源総額については、前年度を上回る65兆6,980億円が確保され、地方税が減収となる

中で、地方交付税総額は、前年度を上回る18兆6,671億円が確保されるとともに、臨時財政対

策債が前年度から5,402億円減の4,544億円となった。 

   また、定額減税による減収への対応として、個人住民税の減収分を地方特例交付金により全

額国費により補填したほか、こども・子育て施策の強化や給与改定等に要する地方財源を確保

した。 

   地方の財源不足額は前年度比で1,768億円減少し、1兆8,132億円となり、折半対象財源不足

は前年度に引き続き生じていない。 

① 地方財政計画の規模       93兆6,388億円 （前年度比 ＋1兆6,038億円、＋ 1.7％） 

② 地方一般歳出         78兆4,568億円 （前年度比 ＋1兆9,729億円、＋ 2.6％） 

③ 一般財源総額        65兆6,980億円 （前年度比 ＋  6,445億円、＋ 1.0％） 

④ 地方交付税の総額       18兆6,671億円 （前年度比 ＋  3,060億円、＋ 1.7％） 

⑤ 地方税及び地方譲与税      45兆4,622億円 （前年度比 ▲    130億円、＋ 0.0％） 

⑥ 地方特例交付金等       1兆1,320億円 （前年度比 ＋  9,151億円、＋  421.9％） 

⑦ 臨時財政対策債           4,544億円 （前年度比 ▲  5,402億円、▲ 54.3％） 

⑧ 財源不足額          1兆8,132億円 （前年度比 ▲   1,768億円、▲  8.9％） 

 

(２) 東日本大震災からの復旧・復興に向けた地方財政措置 

地方の復旧・復興事業費及びその財源については、地方財政計画において、通常収支とは別

枠で整理した上で震災復興特別交付税904億円が確保された。 

また、東日本大震災の教訓を踏まえて実施する全国防災事業が250億円計上された。 

 

(３) 普通交付税の再算定 

「地方交付税法及び特別会計に関する法律の一部を改正する法律」（令和６年法律第71号）

に基づき、令和６年12月に普通交付税の再算定が行われ、「臨時経済対策費」の創設等により、

普通交付税の総額は、当初算定に比べ1兆529億円増の18兆6,000億円となった。 
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